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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業

務の適正を確保するための体制ならびに当該体制の運用状況の概要

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・「決定・監督」と、「業務執行」を明確に分離することにより、経営の透明性、公正性を高

めるため、執行役員制をとります。執行役員制については定款により明確に規定し、取締役

会が執行役員による業務執行を監督する体制とするとともに、執行役員は法令および定款の

定めを順守する義務を負うことを執行役員規則に明確に規定します。

・コンプライアンス担当執行役員を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置するとと

もに、コンプライアンス統括部門がグループ全体にわたって法令順守を推進します。また、

内部通報窓口としてコンプライアンス相談窓口を設置します。

・「東洋紡グループ企業行動憲章」「東洋紡グループ社員行動基準」を制定し、当社グループ

の役員および従業員に配付して法令および企業倫理の順守を周知徹底します。

２．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・執行役員制のもと、取締役会による決定・監督と執行役員による効率的な業務執行ができる

体制とします。

・「決定・監督」は取締役会が担当し、会長が議長を務めます。また、取締役会の実効性向上

を図るため、事務局に専任スタッフを置きます。

・「業務執行」では、社長が執行の長として、経営会議および執行役員会議の議長を務めま

す。経営会議では、取締役会決議事項の事前審議と取締役会または取締役より委任された業

務執行に関する事項の決定を行い、執行役員会議では、経営課題の討議や経営方針の伝達を

行うなど効率的な業務執行に努めます。

・社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」において、中長期の重要課題に関する方

針、施策、目標を定め、また、それらの進捗を管理して取締役会に報告します。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役および執行役員は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき、当社の文書、情

報管理規程に従い適切に保存および管理を行います。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・経営会議の下部機関として企画審議会、管理審議会を設置し、それぞれ重要な設備投資およ

び新規事業案件、重要な投融資案件等をそれぞれ専門的な観点から審議することにより、経

営に関するリスクを管理します。

・社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」において、重大リスクを選定し、また、

その回避・低減策の進捗を管理します。

５．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・事業運営については、グループ会社の事業内容に応じ当社の担当部門が進捗を管理します。

・ガバナンスについては、リスク統括部門が担当部門およびスタッフ部門と連携し、リスクマ

ネジメント体制の整備などを支援します。

・グループ会社の重要な意思決定事項については、取締役会規則、経営会議規則、関係会社管

理規程等により、会社法に則って当社が関与できる範囲を明確にして業務の適正を確保しま

す。

・コンプライアンスについては、当社がグループ全体にわたって法令順守を推進します。

・財務報告の信頼性を確保するため、グループ会社を含めた内部統制の体制を整備し、その有

効な運用および評価を行います。

－ 1 －
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

６．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性

に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会スタッフを置き、監査等委員会がそ

の指揮命令権を保持します。また、当該スタッフに関する任命および解任、人事考課・

一時金の業績評価等の人事運用については監査等委員会の同意を必要とし、賞罰規定の

適用についても監査等委員会の意見を聞きます。

(2)当社および子会社の取締役、使用人等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査

等委員会への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

・当社およびグループ会社は、監査等委員会監査を定期的に受け、業務状況報告を行いま

す。さらに、当社グループの役員および従業員は、当社監査等委員会から報告を求めら

れたとき、速やかにかつ適切に報告を行います。

・当社グループの役員および従業員が当社監査等委員会に直接相談・報告することができ

るよう専用のメールアドレスを設置します。

・当社監査等委員会へ相談・報告をした者に対し、当該相談・報告をしたことを理由とし

て、当社またはグループ会社において解雇その他の不利な取扱いを行わない旨を周知徹

底します。

(3)監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査等委員会または各監査等委員から監査の実施等のために、法律、会計等の専門家に

助言を求めるなど所要の費用につき請求があった場合は、その請求が職務執行上、必要

でないと認められる場合を除き、請求に応じて支払います。

(4)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・社内規程において、監査等委員は、経営会議、執行役員会議等のグループ経営に関する

重要会議に出席し意見を述べることができる旨を明確にするとともに、「サステナビリ

ティ委員会」をはじめとする各委員会についても同様の規定を明記します。

・内部監査部は、内部監査結果および財務報告に係る内部統制の評価状況を監査等委員会

に報告するとともに情報交換を行います。

・監査等委員会は、主要なグループ会社を対象とするグループ監査役連絡会を定期的に開

催し、適切な内部統制構築に関する監査の充実を図ります。

７．反社会的勢力排除に向けた基本的考え方とその整備状況

・反社会的勢力の排除に向け、「東洋紡グループ企業行動憲章」において市民社会の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決し、関係遮断を徹底すること

を掲げて取り組みます。

８．運用状況の概要

　当社は、上記の体制整備に関する基本方針に基づき、当事業年度において、以下の取組み

を行いました。

(1)職務の執行の効率性および適正性に関する取組み

・定例取締役会を毎月１回、臨時取締役会を５回開催し、法令および定款に規定された事

項や経営上の重要事項の決定、業務執行状況の報告、中長期テーマの審議などを行いま

した。

・取締役会決議事項に該当しない事項については、重要性に応じて定めた詳細かつ具体的

な付議・報告基準に従い、取締役会から委任を受けた経営会議による決議、または稟議

による決裁を行いました。

－ 2 －
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・グループ会社の意思決定については、業務の効率性および適正性を確保するため、関係

会社管理規程等に定められた重要事項について、取締役会または経営会議で審議を行い

ました。

(2)コンプライアンスの推進に関する取組み

・経営会議メンバーが委員となり、経営の観点からグループ全体のコンプライアンスを推

進するコンプライアンス委員会と、そのもとに具体的取組みを検討、推進するコンプラ

イアンス推進委員会を設置しています。当事業年度は、コンプライアンス委員会を２

回、コンプライアンス推進委員会を４回開催し、「小事が大事」をキャッチフレーズに

教育、研修、予防措置の実効性向上に取り組みました。

・「東洋紡グループ企業行動憲章」および行動規範である「東洋紡グループ社員行動基

準」を掲載したコンプライアンスマニュアルをグループ従業員に配付するとともに、職

場にて読合せを実施するなど、ルールの周知徹底に努めました。グローバル版マニュア

ルについては全面改訂を行いました。

・経営からのメッセージの配信や当社全事業所およびグループ会社の全社員を対象とした

勉強会動画の配信のほか、各種研修会（計27回）を実施しました。また、法令その他の

ルールやマナーを分かりやすく解説したイラスト入りケーススタディを毎月発行した

り、違反事例をとりあげるなどして注意を促すレポートを不定期に発行したりするな

ど、コンプライアンス意識の向上を図りました。

・コンプライアンス徹底月間には、コンプライアンス調査を実施し、順守状況や推進活動

に関する課題の把握に努めるとともに、改善に向けた対応を進めました。

・また、ギフトコンプライアンス意識の高まりを受け、ステークホルダーの信頼を確保す

るために、贈答接待の取り扱いに関するルールを見直し、贈収賄防止の関連規程の再整

備、利害関係者から受ける贈答接待に関する基準の明確化を図りました。

(3)リスク管理に関する取組み

・重要な設備投資および新規事業案件、重要な投融資案件につき、企画審議会または管理

審議会で審議し、事業環境の変化、関係法令の改正等を踏まえたリスク評価を行い、経

営会議に答申しました。

・サステナビリティ委員会のもとにリスクマネジメント委員会、気候変動・生物多様性委

員会、コンプライアンス委員会の３つの委員会を設置し、全社横断的なリスク管理及び

サステナビリティ推進体制を構築しています。

・サステナビリティ委員会では、マテリアリティに関する各指標の進捗管理や推進状況を

定期的に確認するとともに、当社グループの"ありたい姿"の実現に向け、全社横断的な

議論を行い、必要に応じて全社方針の整理・取りまとめを行っています。

・リスクマネジメント委員会では、リスクを影響度と発生可能性から評価し、重大リスク

を選定しています。また、重大リスクごとに、その回避・軽減策を策定し、年度単位で

ＰＤＣＡを回す管理体制を整えています。当事業年度は、当社グループ各拠点との対話

をさらに進めたうえで、当社グループのリスクを網羅的に可視化し、その結果について

は当社内部監査部門を含む関係部署と共有しました。また、これらの対話や結果共有等

を踏まえ、当社グループとして対処すべき重大リスク領域をリスク統括部門であるリス

クマネジメント委員会事務局から同委員会に提言しました。

・安全・防災については、グループ全体でその重要性を認識し、「安全防災ロードマッ

プ」のもと、安全文化の醸成と安全基盤の整備を基本に、各種取組みを実施しました。

また、定期的に開催する会議では、安全・防災に関する活動の状況・方針を当社各部門

やグループ会社に説明するなど、グループ一体で活動を推進しました。

・安全文化の醸成および安全基盤の整備への取組みは、次のとおりです。

－ 3 －
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

－安全文化の醸成

全員が安全最優先で考え、行動できることをめざし、グループ会社や経営層を対象

に含めた外部講師によるセミナーのほか、階層別教育やワークショップなどを実施し

ました。また、安全文化レベルを把握するために実施したアンケート結果をもとに、

各拠点の課題を抽出し、それぞれの安全活動に反映させました。

－安全基盤の整備

敦賀事業所、岩国事業所、犬山工場に設置した防災研修所では、従業員や業務の一

部を委託する協力会社に向けた教育を推進しています。安全・防災に関する監査で

は、各事業所・工場の活動状況を確認しつつ、自主的に安全・防災活動を推進できる

よう運営を見直しました。また、労働安全衛生マネジメントシステム構築の一貫とし

てＩＳＯ45001の取得を推進しています。宇都宮工場、岩国事業所、敦賀事業所、犬山

工場は取得済みで、他拠点でも準拠した活動を展開しています。

・品質については、「守りから攻めへの転換、信頼を企業価値へ」を活動方針として掲

げ、当社グループ一丸となり、品質不正を発生させない体制・活動の定着を進めるとと

もに、『順理則裕』の原点に立ち返り、お客様視点で安全・安心を最優先にしたモノづ

くりの確立を推進しました。主な取組みは、次のとおりです。

－将来のあるべき姿を示し、前向きな品質保証活動につながるロードマップを改訂

－品質意識を醸成するため、品質月間（毎年11月）の重点活動として、社長、品質保証

本部長及び事業本部長からの品質メッセージ発信やＰＬ／ＱＡセミナー開催、品質を

テーマにした各職場における振返りを実施

－各事業本部の年度ごとの品質保証に関する取組みに対し、品質保証本部長レビューと

中間レビュー（期中フォロー）を実施

－品質エンゲージメントの向上をめざし、全社的な品質交流会を岩国事業所で開催

－品質保証分野における中核人材の育成を目的として、外部講師によるセミナーを開催

－品質不正防止に向けたキャラバン方式の意識教育を11拠点で実施

－基盤整備として、手入力が不要な品質データ入力の自動システム導入を推進

－ＰＬ／ＱＡアセスメントは対象を拡大（研究所、グループ会社、海外拠点を含む。）

し、モニタリング機能を強化。2025年度は25拠点のアセスメントを実施

－国内外の法規制への迅速な対応に向けた製品化学物管理新システムを稼働

(4)監査等委員会の監査体制に関する取組み

・監査等委員会スタッフを２名置き、監査等委員会の職務を補助しました。

・当社事業部門、スタッフ部門やグループ会社は、監査等委員会に業務執行状況報告を行

ったほか、「2025中期経営計画の推進状況」、「リスクマネジメントへの取組み状

況」、「社員エンゲージメント向上への取組み状況」等に関して監査等委員会監査を受

けました。

・内部監査部は、監査等委員会に監査結果の共有を目的とした報告を行うとともに、適時

に情報交換および意見交換を行いました。また、一部の監査対象先に対しては、監査等

委員会と合同で監査を実施し、連携を強化しました。

・監査等委員会が定期的に開催する三様監査ミーティングにおいて、監査等委員会、会計

監査人および内部監査部はそれぞれ状況報告と情報交換を行い、各監査の実効性・効率

性向上と監査環境の整備に努めました。

・監査等委員は、当社規程等に基づき、法令に定められた会議のほか、重要な会議、委員

会に出席し、情報収集するとともに、独立した客観的な立場で意見を述べました。

・グループ監査役連絡会は定期的に開催され、各グループ会社の重点課題と取組状況に関

する報告、情報交換などにより、当社グループの監査体制の充実が図られました。

－ 4 －
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会社の支配に関する基本方針

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、上場会社として、株主の皆様による当社株券等の自由な売買を認める以上、当社

の支配権の移転を伴う大量買付行為に応じるべきか否かのご判断は、最終的には株主の皆様

の意思に基づき行われるべきだと考えています。

　しかしながら、大量買付行為の中には、会社の犠牲の下に大量買付者の利益実現を狙うも

のや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの等、対象会社の企業価値

ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあるものも存すると考えられます。

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、上記のような当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大量買付行為またはこれに類似す

る行為を行う者は適切ではなく、当社の財務および基本理念、事業内容、コアテクノロジー

を十分理解し長期的視野に立って企業価値ひいては株主共同の利益を高めることを目的とす

る者が適切であると考えています。

２．基本方針の実現に資する特別な取組み

(1)中期経営計画の推進等による企業価値の向上への取組み

　当社は、綿紡績を祖業としつつ、その後は化学繊維、合成繊維へと事業を拡大、その後

には、フィルム、機能樹脂、スーパー繊維、機能膜、診断薬用酵素等の市場へも参入、以

来、これらの製品に代表されるスペシャルティ事業の拡大を進めてきました。その長い歴

史を通じて、当社は、「重合・変性」「加工」「バイオ」のコア技術を育むとともに、販

売、開発、生産が一体となって、顧客の要請にきめ細かく応えていくビジネスモデルをつ

くり上げてきました。このビジネスモデルをもとに、さらに成長軌道に乗せるため、中期

経営計画を着実に実行し、事業の維持・拡大を図っています。

(2)コーポレート・ガバナンスの強化等による企業価値の向上への取組み

　当社は、企業理念『順理則裕』のもと、自社のステージに応じた適切なコーポレート・

ガバナンス体制を構築し、中期経営計画をはじめとするさまざまな施策への取組みを通じ

て、社会的な課題の解決に貢献するとともに、経済的価値の向上を図り、企業価値を高め

ていきます。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

　当社は、大量買付行為が行われる場合、大量買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断す

るための十分な情報および検討のための時間を確保するよう努めるなど、金融商品取引法、

会社法その他関係法令の許容する範囲内において適切な措置を講じていきます。

４．上記２、３の具体的な取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではな

く、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由

　上記２の具体的な取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を持続的に向上させ

るための中長期的な経営戦略に基づくものであり、上記１の基本方針に沿うものです。

　また、上記３の具体的な取組みは、当社株式の大量買付が行われる場合に、その是非を株

主の皆様が適切に判断するための措置を講じることによって、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を維持・向上させるためのものであり、上記１の基本方針に沿うものです。

　したがって、これらの取組みは、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員

の地位の維持を目的とするものでもないと考えています。
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連結株主資本等変動計算書

( 自　2025年４月１日
至　2026年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 51,730 32,661 68,967 △925 152,433

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,527 △3,527

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

11,174 11,174

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △375 △375

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 △11 82 70

連 結 範 囲 の 変 動 7 7

連結子会社の増資による持分の増減 △42 △42

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 )

連結会計年度中の変動額合計 － △47 7,271 80 7,304

当 期 末 残 高 51,730 32,614 76,238 △845 159,737

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,857 12 40,174 △603 1,439 42,879 36,732 232,044

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,527

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

11,174

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △375

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 70

連 結 範 囲 の 変 動 7

連結子会社の増資による持分の増減 △42

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 )

207 1 581 3,716 6,194 10,698 1,949 12,647

連結会計年度中の変動額合計 207 1 581 3,716 6,194 10,698 1,949 19,951

当 期 末 残 高 2,064 13 40,755 3,112 7,632 53,577 38,681 251,995

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表

第168期（2026年３月期）

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 47社

主要な連結子会社の名称 東洋紡エムシー㈱

東洋紡ＳＴＣ㈱

東洋紡せんい㈱

東洋紡エンジニアリング㈱

東洋紡不動産㈱

御幸毛織㈱

東洋クロス㈱

当連結会計年度より、Toyobo Automotive Textiles (CHANGSHU) CO., LTD. は出資持分

を全て譲渡したため、また、SANTOYOKO (HONG KONG) CO., LTD.は清算手続きにより残余

財産の分配が完了したため、連結の範囲から除外しています。なお、Arabian Japanese 

Membrane Company, LLCはTOYOBO MC Middle East Industries Company, LLCに商号変更し

ています。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称 東邦化工㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼさないため連結の範囲から除外しています。

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数 ６社

主要な会社の名称 豊科フイルム㈱

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（東邦化工㈱他）および関連会社（北陸エア・

ケミカルズ㈱他）は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う

額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため持分法適用の範囲から除

外しています。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は３社であり、決算日は12月31

日です。

連結計算書類の作成にあたり、上記３社については、当該事業年度に係る当該会社の計算

書類を使用しています。

ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってい

ます。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

－ 7 －



2026/05/22 11:57:35 / 25303006_東洋紡株式会社_招集通知

連結注記表

４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………　償却原価法（定額法）を採用しています。

その他有価証券

(ｲ) 市場価格のない株式等以外

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しています。

(ﾛ) 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しています。

棚卸資産………………………　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。

賞与引当金……………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しています。

役員退職慰労引当金…………　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末時点の見積額を計上して

います。
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連結注記表

(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループではリース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等を除き、以下の５ステ

ップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると

見込む対価を反映した金額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、フィルム、ライフサイエンス、環境・機能材、機能繊維・商事、不動

産、その他の各セグメントにおける製品の製造・販売を主な事業としています。このうち、

国内販売については、契約上別途定めのない限り顧客へ製品を引き渡した時点、輸出販売に

ついては、貿易上の諸条件等に基づき顧客が当該製品に対する支配を獲得したと認められる

時点で履行義務が充足されると判断し、当該履行義務の充足時点で収益を認識しています。

ただし、国内販売における出荷から引渡しまでの期間が通常の期間である場合には、代替的

取扱いを採用し、製品の出荷時点で収益を認識しています。これらの収益は、顧客との契約

において約束された対価から、返品、値引きおよびリベート等を控除した金額で算定してい

ます。なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から

概ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでいません。

当社グループが第三者に製品の製造や販売、技術の使用等を認めた契約によるロイヤリテ

ィ収入については、契約先の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益

を認識しています。

また、環境・機能材、その他のセグメントの収益には建物・機械等の設計・施工の請負が

含まれ、これらは履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しています。

履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法に

よっています。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ

る時点までの期間がごく短い工事契約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、引

渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しています。

(5) 重要な繰延資産の処理方法

支出時に全額費用として処理しています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法……………　繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

います。

ヘッジ手段とヘッジ対象……　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしています。

ヘッジ方針……………………　デリバティブ取引に関する内部規程に基づき、実需の範囲

内で行うこととしています。

ヘッジ有効性評価の方法……　金利スワップ特例処理適用の要件およびヘッジ対象とヘッ

ジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計の比較により、有効性を評価しています。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、その適用要件を

満たしていることで有効性評価を省略しています。
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連結注記表

(7) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しています。なお、退職給

付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっています。また、企業年金基金制度において、年金資産見込

額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異を加減した額

を超過する場合は、退職給付に係る資産として計上しています。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しています。

未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

(8) のれんの償却に関する事項

のれんは５年間で償却を行っています。

(9) グループ通算制度の適用

当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しています。

会計上の見積りに関する注記

１. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとお

りです。

有形固定資産　　　　　299,932百万円

退職給付に係る資産 　　12,291百万円

退職給付に係る負債　   13,100百万円

繰延税金資産　　　　   18,346百万円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 有形固定資産

当社グループは、有形固定資産について、管理会計上の区分でグルーピングを行った各資

産グループについて、当連結会計年度において減損の兆候がある場合には、割引前将来キャ

ッシュ・フローと帳簿価額との比較により減損損失の認識の要否を判定しています。割引前

将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として計上しています。

将来キャッシュ・フローは事業計画に基づき見積もっていますが、当社グループをとりま

く市場の動向や経済情勢により見積り等の不確実性が増大し、事後的な結果との間に乖離が

発生する可能性があります。

当社の包装用フィルム事業については、前期まで継続して営業赤字となっており、当期は

黒字であるものの、新機台の収益計画に遅れが生じていることから、引き続き減損の兆候が

認められているため、減損損失の認識の要否を判定していますが、割引前将来キャッシュ・

フローが休止予定資産を除いた有形固定資産の帳簿価額12,162百万円を上回っているため減

損損失の認識は不要と判断しました。なお、割引前将来キャッシュ・フローの算定に用いら

れた将来の事業計画には新機台の収益計画に関する見積りが含まれており、当該見積りおよ

びその仮定が変化した場合は、この評価に不利な影響を及ぼし、減損損失の認識の要否の判

定および減損損失の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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連結注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 451,576百万円

２. 担保資産及び担保付債務

担保に供している有形固定資産 159百万円

担保に供している現金及び預金 28百万円

担保付の流動負債のその他 126百万円

保証債務 5,775百万円

(2) 退職給付に係る資産および負債

当社グループは、従業員及び退職者に対して確定給付型及び確定拠出型の退職給付制度を

有しています。年金資産および退職給付債務は、年金数理計算により算定しており、年金数

理計算の前提条件には、割引率、退職率、死亡率、昇給率、長期期待運用収益率等の見積り

が含まれています。これらの前提条件は金利変動の市場動向等、入手可能な情報を総合的に

判断して決定しています。

当社グループをとりまく市場の動向や経済情勢によりこれら見積り等の不確実性が増大

し、事後的な結果との間に乖離が発生する可能性があります。

(3) 繰延税金資産

当社および一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の

回収可能性については、通算グループ全体の将来減算一時差異の解消スケジュール、将来課

税所得及びタックスプランニング等に基づき判断しています。

将来課税所得の見積りは、経営者によって作成された事業計画を基礎としており、当該課

税所得の見積りには、当社の包装用フィルム事業の新機台の収益計画に関する見積りが含ま

れています。課税所得の発生状況は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける

可能性があり、実際に発生した金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計

算書類において繰延税金資産を認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

３. 偶発債務

４. 契約負債

契約負債については、流動負債のその他に計上しています。契約負債の金額は、「収益認識

に関する注記　３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情

報」に記載しています。

５. 土地再評価差額金

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当社および連結

子会社２社は事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金のうち、当社の持分相当額を純資産

の部に計上し、再評価差額に係る税効果相当額は負債の部に計上しています。

(1) 当社および連結子会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める方式により算出

再評価を行った年月日…………　2002年（平成14年）３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 32,049百万円

(2) 連結子会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める方式により算出

再評価を行った年月日…………　2000年（平成12年）３月31日

当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回って

いるため、差額を記載していません。
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連結注記表

場所 用途 主な種類

ゼノマックスジャパン㈱
本社工場
（福井県敦賀市）

事業用資産
（フィルム生産設備）

建物及び構築物
機械装置及び運搬具

TOYOBO INDUSTRIAL MATERIALS
AMERICA,　INC.
（米国アラバマ州）

処分予定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
建設仮勘定
等

東洋クロス㈱
本店・樽井事業所
（大阪府泉南市）

休止予定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
等

連結損益計算書に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してい

ません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「収益認識に関する注記　１．顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しています。

２．減損損失

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分で、処分予定資産および遊休資産

については個別物件単位でグルーピングしています。

当連結会計年度において、減損損失を認識した主要な資産グループの内訳は、以下のとおり

です。当該資産グループについては事業環境の変化等により、当連結会計年度において、回収

可能価額が帳簿価額を下回るため、それぞれ回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（382百万円）として特別損失に計上しています。

その内訳は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　　　　　　115百万円

機械装置及び運搬具　　　　　　　212百万円

建設仮勘定　　　　　　　　　　　 44百万円

その他　　　　　　　　　　　　　 11百万円

合計　　　　　　　　　　　　　　382百万円

当該資産グループの回収可能価額は、合理的な見積り等による将来キャッシュ・フローから

算定した使用価値等に基づいています。
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連結注記表

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配　当　額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

20 2 5年６月25日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 3,527 40 2025年３月31日 2025年６月26日

決 議
株 式 の
種 類

配当金の
総 額
（百万円）

配当原資
１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

20 2 6年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 3,530
利 益
剰 余 金

40 2026年３月31日 2026年６月25日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　89,048,792株

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

－ 13 －
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連結注記表

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 投資有価証券

　その他有価証券 3,120 3,120 －

資産計 3,120 3,120 －

(2) 社債 77,000 74,563 △2,437

(3) 長期借入金 120,771 118,031 △2,740

負債計 197,771 192,594 △5,176

デリバティブ取引（＊）

① ヘッジ会計が適用されていないもの 11 11 －

② ヘッジ会計が適用されているもの 56 56 －

デリバティブ取引計 67 67 －

金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、元本回収の安全性および十分な流動性を確保した上

で短期の金融商品に限定して実施しています。また資金調達については、社債等の直接金融と

借入金等の間接金融を併用しています。デリバティブは、為替変動リスク、金利変動リスクの

ヘッジを目的として実需の範囲内に限定して利用し、レバレッジ効果の大きい取引や投機目的

の取引を行わない方針です。

受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、当社グループの与信管

理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証券は主に取引先企業との業務に

関連する株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っていま

す。

短期借入金およびコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金および社債は主に設備投資と投融資に係る資金調達です。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりです。なお、市場価格のない株式等 （連結貸借対照表計上額8,026百万円）は、「その

他有価証券」には含めていません。持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業

体への出資（連結貸借対照表計上額638百万円）については、時価の注記を要しないとする取

扱いを適用しており、時価の注記はしていません。また、「現金及び預金」「受取手形及び売

掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」「コマーシ

ャル・ペーパー」は、現金であること、および短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから、注記を省略しています。

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しています。
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 3,120 － － 3,120

資産計 3,120 － － 3,120

デリバティブ取引

　通貨関連 － 67 － 67

デリバティブ取引計 － 67 － 67

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 74,563 － 74,563

長期借入金 － 118,031 － 118,031

負債計 － 192,594 － 192,594

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しています。時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用して

いる場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先

順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成
される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：百万円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

その他有価証券の株式は取引所の価格によって時価を評価しており、活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しています。

デリバティブ取引

為替予約は、先物為替相場等の市場参加者に対して一般に公開されている市場データ

を基礎とした観察可能なインプットを用いて割引現在価値法等により時価を評価してお

り、その時価をレベル２の時価に分類しています。
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連結注記表

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

28,221 38,397

報告セグメント

合計
フィルム

ライフ

サイエンス

環境・機能

材

機能繊維・

商事
不動産 その他

日本 133,066 19,857 53,790 38,798 1,026 7,110 253,647

中国 20,764 1,927 15,736 7,485 － 36 45,948

東南アジア 17,282 1,777 18,239 25,223 － 115 62,636

その他の地域 4,057 10,933 22,361 18,106 － 405 55,863

顧客との契約

から生じる収益
175,169 34,494 110,126 89,612 1,026 7,666 418,094

その他の収益 － － － － 3,470 － 3,470

外部顧客への

売上高
175,169 34,494 110,126 89,612 4,495 7,666 421,563

社債

社債は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を用い

て割引現在価値法により時価を算定しており、その時価をレベル２の時価に分類してい

ます。

長期借入金

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を用

いて割引現在価値法により時価を算定しており、その時価をレベル２の時価に分類して

います。

賃貸等不動産に関する注記

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地

を含む）等を有しています。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２) 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士が「不動産鑑

定評価基準」に基づいて算定した金額ですが、時価の変動が軽微である場合には直近

の評価時点の評価額によっています。その他の物件については適切に市場価格を反映

していると考えられる指標に基づく金額です。

（注３) 「連結貸借対照表に関する注記　５．土地再評価差額金」の再評価を行った土地の当

連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産に

よる差額は2,288百万円です。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注１) その他には、建物・機械等の設計・施工、情報処理サービス、物流サービス等を含ん

でいます。

（注２) その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等です。
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連結注記表

当連結会計年度（期首）
（2025年４月１日時点）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 105,945 100,963

契約資産 207 732

契約負債 2,095 3,083

１. １株当たり純資産額 2,417円30銭

２. １株当たり当期純利益 126円65銭

結合当事企業の名称 東洋紡ＳＴＣ株式会社

事業の内容 フィルム事業の企画及び販売

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事

項に関する注記　４．会計方針に関する事項　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

です。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

契約負債は、流動負債の「その他」に含まれています。当連結会計年度において認識され

た収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額に重要なものはありません。また、

当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識

した収益の額に重要な金額はありません。なお、契約資産及び契約負債の残高に重要な変動

はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

（東洋紡ＳＴＣ株式会社との合併）

当社は、2025年11月25日開催の取締役会において、当社の連結子会社である東洋紡ＳＴＣ株式

会社（以下「ＳＴＣ社」）を吸収合併（以下「本合併」）することを決定し、同日付で合併契約

を締結し、2026年４月１日付で吸収合併しました。なお、本合併は、当社については会社法第

796条第２項、ＳＴＣ社については会社法第784条第１項に基づき、それぞれ合併契約の承認に関

する株主総会を経ずに行っています。

本合併の概要は次のとおりです。

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

（２）企業結合日

2026年４月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社、ＳＴＣ社を消滅会社とする吸収合併方式です。

（４）結合後企業の名称

東洋紡株式会社
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連結注記表

（５）その他取引の概要に関する事項

①合併の目的

被合併会社であるＳＴＣ社は当社100％連結子会社であり、グループ内商社として商事

事業を行ってまいりましたが、事業の再編を進めた結果、当社商材の取扱比率が高くなっ

たため経営資源を集約し、経営を効率化することを目的に、吸収合併することとしまし

た。

②合併に係る割当内容

本合併による新株式の発行および合併交付金の支払いはありません。

③結合当事企業の直前事業年度の財政状態及び経営成績（2026年３月期）

資産　　     　　　 18,639百万円

負債　　      　　　11,760百万円

純資産　　　　  　　 6,879百万円

売上高　　　　　　　 3,680百万円

当期純利益             940百万円

２．実施予定の会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）および「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年

１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定です。

（国内無担保普通社債の発行）

当社は、2026年４月23日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発行について包括決

議を行いました。概要は以下のとおりです。

（１）発行総額　　20,000百万円以下

ただし、この範囲内で複数回の発行を妨げない。

（２）発行価額　　各社債の金額100円につき金100円

（３）利率　　　　社債と同年限の日本国債流通利回り＋1.5％以下

（４）払込期日　　2026年４月24日から2027年３月31日まで

ただし、本期間中に募集がなされた場合は、払込期日が本期間後であっても

含まれるものとする。

（５）償還期限　　３年以上10年以内

（６）償還方法　　満期一括償還

ただし、買入消却条項を付すことができる。

（７）資金使途　　借入金返済資金、社債償還資金、有価証券の取得資金（Ｍ＆Ａによる株式取

得資金を含む）、運転資金および設備資金

（８）特約条項　　本社債について「担保提供制限条項」を付すものとする。

（９）その他　　　会社法第676条各号に掲げる事項およびその他社債発行に必要な一切の事項

の決定は、上記の範囲内で代表取締役社長に一任することとする。
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株主資本等変動計算書

( 自　2025年４月１日
至　2026年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

繰 越
利益剰余金

当 期 首 残 高 51,730 19,224 13,297 32,522 23,605 △925 106,931

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,527 △3,527

当 期 純 利 益 16,090 16,090

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △375 △375

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 △11 △11 82 70

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △11 △11 12,187 80 12,256

当 期 末 残 高 51,730 19,224 13,286 32,510 35,792 △845 119,187

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 449 38,110 38,559 145,490

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,527

当 期 純 利 益 16,090

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △375

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 70

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△157 581 425 425

当 期 変 動 額 合 計 △157 581 425 12,681

当 期 末 残 高 292 38,691 38,984 158,171

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表

第168期（2026年３月期）

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………　償却原価法（定額法）を採用しています。

子会社及び関連会社株式………　移動平均法による原価法を採用しています。

その他有価証券

(ｲ) 市場価格のない株式等以外

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しています。

(ﾛ) 市場価格のない株式等　移動平均法による原価法を採用しています。

棚卸資産…………………………　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してい

ます。

２. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

３. 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。

賞与引当金………………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しています。

退職給付引当金…………………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上していま

す。

債務保証損失引当金……………　子会社への債務保証に係る損失に備えるため、当該会社の

財政状態等を勘案して必要額を繰入計上しています。
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個別注記表

４. 収益及び費用の計上基準

当社ではリース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等を除き、以下の５ステップアプロ

ーチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を

反映した金額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社は、フィルム、ライフサイエンス、機能繊維・商事、不動産、その他の各セグメントに

おける製品の製造・販売を主な事業としています。このうち、国内販売については、契約上別

途定めのない限り顧客へ製品を引き渡した時点、輸出販売については、貿易上の諸条件等に基

づき顧客が当該製品に対する支配を獲得したと認められる時点で履行義務が充足されると判断

し、当該履行義務の充足時点で収益を認識しています。ただし、国内販売における出荷から引

渡しまでの期間が通常の期間である場合には、代替的取扱いを採用し、製品の出荷時点で収益

を認識しています。これらの収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引

きおよびリベート等を控除した金額で算定しています。なお、製品の販売契約における対価

は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内に回収しており、重要な金融要

素は含んでいません。

当社が第三者に製品の製造や販売、技術の使用等を認めた契約によるロイヤリティ収入につ

いては、契約先の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を認識してい

ます。

５. 繰延資産の処理方法

支出時に全額費用として処理しています。

６. 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法………………　繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

います。

ヘッジ手段とヘッジ対象………　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしています。

ヘッジ方針………………………　デリバティブ取引に関する内部規程に基づき、実需の範囲

内で行うこととしています。

ヘッジ有効性評価の方法………　金利スワップ特例処理適用の要件およびヘッジ対象とヘッ

ジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計の比較により、有効性を評価しています。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、その適用要件を

満たしていることで有効性評価を省略しています。

７. グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しています。
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（関係会社）

TOYOBO SAHA SAFETY WEAVE Co.,LTD. 3,856百万円

Toyobo Indorama Advanced Fibers Co.,Ltd. 3,550

キャストフィルムジャパン㈱ 1,155

PT. TRIAS TOYOBO ASTRIA 1,071

PT. TOYOBO TRIAS ECOSYAR 576

ゼノマックスジャパン㈱ 9

計 10,216

短期金銭債権 37,258百万円 短期金銭債務 39,188百万円

長期金銭債権 12,374百万円 長期金銭債務 283百万円

会計上の見積りに関する注記

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

有形固定資産　　　　230,569百万円

繰延税金資産　　　　 12,577百万円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表の会計上の見積りに関する注記に記載した内容と同一です。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　263,721百万円

２．担保に供している資産

現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　2百万円　（木管保証金保全協会の担保）

３．保証債務

関係会社等の金融機関からの借入等に対する債務保証額

４．関係会社に対する金銭債権債務

５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しています。

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める路線価に合理的な調整

を行って算定する方法

再評価を行った年月日…………　2002年（平成14年）３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 29,144百万円
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売上高 56,741百万円

仕入高 34,665百万円

営業取引以外の取引高 7,507百万円

当事業年度末自己株式数                     普通株式 804,024株

（繰延税金資産）

賞与引当金 1,216百万円

棚卸資産評価減 569

退職給付引当金 2,475

貸倒引当金 1,473

減損損失 1,372

投資有価証券評価減 4,570

資産除去債務 266

分離先企業の株式 2,857

繰越欠損金 4,439

その他 1,687

繰延税金資産小計 20,924

評価性引当額 △5,491

繰延税金資産合計 15,433

（繰延税金負債）

適格事後設立 △2,304百万円

その他有価証券評価差額金 △131

その他 △421

繰延税金負債合計 △2,855

繰延税金資産の純額 12,577

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

上記の他、再評価に係る繰延税金負債18,325百万円を固定負債に計上しています。

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地

方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っています。
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 東洋紡ＳＴＣ㈱ 直接 100％
当社が各種製品を販売
当社に資金を預入
役員の兼任等…有

製品の販売
（注１）

40,996 売 掛 金 9,995

資金の預り
（注２）

8,913
（注３）

預 り 金 10,473

利息の支払 72 － －

子 会 社 御幸毛織㈱ 直接 100％
当社に資金を預入
役員の兼任等…有

資金の預り
（注２）

6,457
（注３）

預 り 金 7,585

利息の支払 46 － －

子 会 社 東洋紡せんい㈱ 直接 100％
当社が資金を貸付
役員の兼任等…有

資金の貸付
（注４）

5,948
（注３）

短期貸付金 5,420

利息の受取 71 － －

子 会 社 東洋紡エムシー㈱ 直接  51％
当社が調達業務に係る支
払を代行
役員の兼任等…有

調達業務に係る支
払代行等
（注５）

44,515 立 替 金 6,649

１. １株当たり純資産額 1,792円41銭

２. １株当たり当期純利益 182円38銭

関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１) 当社は、製品を市場価格を勘案の上決定した価格により販売しています。

（注２) 資金の預りについては市場金利を勘案して決定しています。

（注３) 資金の貸付および預りについてはＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）によ

る取引金額が含まれており、取引金額は期中の平均残高を記載しています。

（注４) 資金の貸付については市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は受け入れ

ていません。

（注５) 調達業務に係る支払代行は、実際発生額を精算したものです。

収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の収益認識に関する注記に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しています。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
（東洋紡ＳＴＣ株式会社との合併）

当社は、2025年11月25日開催の取締役会において、当社の連結子会社である東洋紡ＳＴＣ株式会
社を吸収合併することを決定し、同日付で合併契約を締結し、2026年４月１日付で吸収合併しまし
た。詳細については、連結注記表の重要な後発事象に関する注記をご参照下さい。

（国内無担保普通社債の発行）
当社は、2026年４月23日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発行について包括決議

を行いました。詳細については、連結注記表の重要な後発事象に関する注記をご参照下さい。
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